
特例措置を講じている都道府県市：６０都道府県市　

自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

障がい者就労支援企業に対する入札等における
優遇措置

※平成16年度から実施していた「障害者雇用企業
等からの物品調達の優遇制度」を拡充し、平成21
年度から実施

平成21年度

　障がい者の多数雇用や授産施設等への優先発注など障がい者の就労支援に関して、継続的かつ安定的に取り組む企業
を「障がい者就労支援企業」として認証し、道の低利融資制度及び委託業務等にかかる入札、物品調達に係る対象事業者
選定において優遇措置を講ずる。
　・道の建設工事競争入札参加資格審査における加点評価
　・道の委託業務等に係る総合評価競争入札における加点評価
　・道の物品調達に係る随意契約や指名競争入札における対象事業者の優先的選定
　・道の低利融資制度の貸付対象

授産施設等に対する物品調達等における優遇措
置

平成17年度
　随意契約により、授産施設等が供給できる物品・役務を調達する際の優先的な調達の実施（平成17年度から地方自治法
施行令適用、平成19年度地方自治法施行令の一部改正により対象に役務が追加）。

青森県 物品等に係る競争入札参加資格審査・契約事務 平成１３年度 　障害者を積極的に雇用している企業に対し、物品等ら係る競争入札資格の等級格付けの際に加点を行っている。

障害者雇用促進企業等からの物品購入に係る優
先的取扱い

平成１４年度

障害者（障害者の雇用の促進等に関する法律第２条第２号から第５号までに規定する身体障害者、重度身体障害者、知的
障害者及び重度知的障害者）の雇用率が1.8％以上であり、かつ、障害者を２人以上雇用している中小企業とを対象に、
①随意契約において２人以上の者から見積書を提出させるときに見積書提出者として優先的に選定
②指名競争入札における指名人員への追加
を実施

県営建設工事請負資格審査基準における障害者
雇用実績の評価

平成１５年度

県営建設工事の発注に当たり、原則として２年ごとに工事の請負を希望する者からの資格申請を受付し、請負資格審査を
行ったうえで資格者の格付け等を定めた名簿を策定し、その名簿に基づいて入札・契約事務等を執行しているが、その請負
資格審査基準の中の主観点評価項目として、資格申請企業における「障害者雇用」を県単独の施策評価に設定して評価し
ている。

県営建設工事入札制度「総合評価落札方式」にお
ける障害者雇用実績の評価

平成１９年度

県営建設工事の発注に当たり、「総合評価落札方式」により入札に付する場合には、入札参加者からの技術提案書・入札書
の提出を受け、その技術提案内容等を評価項目ごとに評価のうえ入札価格との総合評価により落札者を決定することとして
いるが、この評価項目の中に「地域精通度等」として「雇用対策の実績の有無」があり、入札時における障害者の常時雇用を
評価している。

宮城県 障害者雇用企業等からの物品等調達優遇制度 平成１４年度
　「物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿」に登録されている県内に本店又は支店等を有する中小企業者で、県内の
本店、支店等の障害者（身体障害者、知的障害者、精神障害者）雇用率が３．６％以上の企業及び県内の授産施設、小規
模作業所等を対象に、随意契約における優先取扱い、指名競争入札における優先指名、授産施設等からの調達を実施。

秋田県
物品の製造の請負・買入等に係る競争入札参加
資格の審査

平成１６年度 　障害者雇用を行っている事業者に対し、加点を行うことにより、格付の決定に有利になっている。

障害者雇用推進事業主等からの物品調達制度 平成１６年度
　障がい者の雇用率が１.８％以上の企業及び授産施設等を対象に、随意契約における優先選定、指名競争入札における
優先指名を実施

建設工事入札参加資格審査における障害者雇用
企業の優遇

平成１９年度
　山形県が発注する建設工事等に係る競争入札参加資格の審査の際に、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障
害者雇用率を達成している（雇用義務はないが障がい者を雇用している場合を含む。）県内企業に対して評価上の加点を行
う。

官公需における障害者雇用企業・障害者福祉施設等に対する特例措置について（平成２３年度）

岩手県

山形県

北海道
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

障がい者雇用企業等からの物品調達優遇制度
（出納局入札用度課）

平成15年度

○優遇する企業等：
　①障がい者雇用推進企業
　　物品購入（修繕）競争入札参加有資格者名簿に登録されている県内に本店又は支店等
  を有する企業で、障がい者の雇用率が法定雇用率の2倍（3.6%）以上の企業
　　ただし、当分の間は法定雇用率（1.8%）以上の中小企業とする
　②県内の生活保護授産施設等（生活保護授産施設、社会福祉事業授産施設）及び障がい
  者授産施設等（障がい者授産施設、小規模作業所等）
○優遇対象の範囲：
  ・出納局及び各地方振興局出納室並びに各所属が調達する物品
○対象企業等の登録等：
  ・障がい者雇用推進企業は、商工労働部雇用労政課に申請し登録を受ける。有効期間は
  登録年度限り
  ・生活保護授産施設等は、保健福祉部社会福祉課へ、また、障がい者授産施設等は、同
  部障がい福祉課にそれぞれ届出し登録を受ける、有効期間の制限はなし
○優遇措置の内容：
  ・障がい者雇用推進企業を優先的に指名又は選定する
  ・生活保護授産施設等及び障がい者授産施設等が製造する物品については、予算の適正
  な執行に配慮しつつ随意契約により調達するよう努める

建設工事等入札参加資格における主観点項 平成20年度 　法定障がい者雇用率達成企業（法定義務有）及び法定義務のない企業で障がい者雇用の実績のある企業への加点

総合評価方式（簡易型・標準型）における評価項 平成20年度 　法定障がい者雇用率達成企業（法定義務有）及び法定義務のない企業で障がい者雇用の実績のある企業への加点

障害者雇用企業等からの物品調達等の競争入札
参加資格の優遇制度

平成20年度
法定雇用率以上（従業員56人未満は1人以上）の障害者を雇用している企業等を対象に，入札参加資格審査において審査
数値の加点を実施。

障害者雇用企業等への建設工事等入札参加資
格の優遇制度

平成17年度
法定雇用率以上（従業員56人未満は1人以上）の障害者を雇用している企業等を対象に，入札参加資格審査において審査
数値の加点を実施。

栃木県
授産製品の優先的活用

不明 　障害者関係イベントにおいて、記念品等に授産製品を優先的に採用する。

群馬県
○障害者施設活用推進枠
（障害政策課）

平成１７年度
県の機関で障害者施設等（精神障害者施設を含む）に業務（製品の買い入れ、印刷、役務の提供）を新規発注する場合に、
事業予算（全体予算額５，０００千円）を配分する。

埼玉県
障害者雇用企業であることの、入札指名における
配慮

不明
入札指名の参考となる業者の格付をする際、障害者雇用企業であるかどうかについても評価するよう、埼玉県建設工事請
負等競争入札参加資格者格付要領及び物品の買入れ等に係る入札参加に関する告示において定めている。
また、障害者雇用企業や授産施設等を経営している社会的貢献業者について、優先的に指名をするよう通知している。

千葉県
障害者雇用企業等の入札参加資格登録に係る優
遇制度

平成１４年度 　物品等の入札参加資格登録の格付けの際に障害者雇用者（雇用率が１.８％以上）の企業等に対し加点評価をしている。

東京都 障害者雇用企業等からの物品調達等の優遇制度 昭和６３年度 　身体障害者多数雇用企業に対し、指名競争入札における優先指名を実施。

福島県

茨城県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

神奈川県
障害者の雇用に努める企業等からの物品等調達
の優遇制度

平成11年度

　障害者（精神障害者を含む）の雇用率が3.6％以上の県内中小企業及び県内の障害者福祉施設、地域作業所等から随意
契約による優先調達を実施。
　＜概要＞
（１）対象企業等
　　　県内に本支店等を有する中小企業及び県内の障害者支援施設、地域活動支援
　　　センター、障害福祉サービス事業を行う施設、その他地域作業所等福祉的就
　　　労の場を営む者

（２）対象企業等の適用基準
　　　・障害者雇用企業：過去1年間の各月の初日における身体障害者等の雇用率が
　　　　　　　　　　　3.6％以上の企業
　　　・地域作業所等：障害者自立支援法第5条第12項に規定する障害者支援施設、
　　　　　　　　　　同条第21項に規定する地域活動支援センター及び同条第1項
　　　　　　　　　　に規定する障害福祉サービス事業を行う施設並びにその他
　　　　　　　　　　地域作業所等福祉的就労の場を営む者
　
（３）対象となる物品等
　　　・障害者雇用企業：当該企業が製造販売する物品及びクリーニング請負等
　　　　役務提供サービス（ただし、印刷物は除く。）
　　　・地域作業所等：当該障害者福祉施設等が供給できる物品及びクリーニン
　　　　グ請負及び点字翻訳サービス等

（４）特例措置の内容
　　　・本庁においては予定価格が10万円以上の物品購入は会計局調達課が一括して
　　　　入札等を実施する制度となっているが、財務規則により随意契約が可能なも
　　　　の（1件160万円以下の物品購入、1件100万円以下の役務）については、予算
　　　　の適正な執行に配慮しつつ、各部局において直接随意契約により調達可能と
　　　　するもの。
　　　・出先機関については、本庁に準じてこれら企業等から調達。

障害者雇用状況による入札参加資格総合評点へ
の加点

平成15年度
　障害者の雇用状況に応じて、次の場合に入札参加資格総合評点へ加点
　・雇用義務があり、法定雇用率を満たす数を超える数の障害者を雇用している場合
　・雇用義務がなくても、障害者を１人以上雇用している場合

障害者雇用企業等からの物品調達の優遇制度 平成１８年度

１　随意契約
　　製造の請負、財産の買入れ又は役務の提供の契約について、少額随意契約を実施する場合、「障害者多数雇用事業
者」を契約の相手方とするよう努める。

２　指名競争入札
　　物品の購入又は物品の製造の契約について、指名競争入札を実施する場合に、指名業者に「障害者多数雇用事業者」
を追加選定するよう努める。
　
※障害者多数雇用事業者…以下のいずれにも該当し、県の登録を受けた者
・県内に事務所又は事業所を有する中小企業者であること。
・原則として、年間（申請日の属する月から遡って過去１年間）を通じ、毎月初日において、県内の事業所における障害者数
が２人以上かつ障害者雇用率が３．６％以上の企業であること。
・入札参加資格名簿に登載されていること、又はそれと同等の資格を有すると認められること。

新潟県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

富山県
　障害者雇用促進企業等からの物品等の調達に
かかる優遇制度

平成１７年度

　障害者雇用促進企業、授産施設等からの物品等の調達について、以下のとおり優遇する。
１　対象となる企業等
（１）障害者雇用促進企業（次の３つの条件を全てを満たす方が対象です）
　・県の物品等の競争入札参加資格を有する企業であること。
　・県内に本店がある企業であること。
　・障害者雇用率1.8％以上であること。
（２）授産施設等
　・授産施設、小規模作業所、福祉工場、更生施設
２　優先的取扱いを行う調達
　物品の購入、借入れ、製造、修繕等の契約及び役務(建設工事、建設工事に係る測量等の役務並びに庁舎等の清掃及び
設備保守点検等の役務を除く。)の提供
３　取扱内容
（１）障害者雇用促進企業
　指名競争入札又は少額随意契約を行う場合に、通常の指名業者等に１者又は複数の障害者雇用促進企業を追加するこ
とに努めます。また、１者からの見積もり徴収により調達が可能なものについては、障害者雇用促進企業を優先的に選定す
るよう努めます。
（２）授産施設等
　調達しようとする物品等が授産施設等が供給できる物品等である場合であって、１者からの見積徴収により調達が可能で
ある場合、調達先として優先します。

石川県 障害者福祉施設との政策的随意契約 平成18年度
障害者支援施設等への支援の観点から、地方自治法施行令第167条の2第1項第3号による随意契約により、物品購入や役
務の提供を受ける

物品調達における障害者雇用企業の優遇制度
平成17年度
（平成16年度
審査実施）

　物品購入等に係る競争入札参加資格審査の際に、障害者雇用企業に対して評価上の加点を行う

工事発注における障害者雇用企業の優遇制度
平成15年度
（平成14年度
審査実施）

　建設工事発注に係る競争入札参加資格審査の際に、障害者雇用企業に対して評価上の加点を行う

山梨県 物品等競争入札参加資格審査 不明
　競争入札参加資格の審査項目のひとつに、障害者雇用を行っているかを設定し、該当する事業者であれば加点される措
置をとっている。

障害者多数雇用事業者等からの物品等の調達等
に関する要綱に基づく優先発注制度

平成15年度
　障害者の雇用率が常用雇用者の４％以上（常用雇用者数が２５人未満の場合は１人以上）である中小企業及び福祉的就
労施設事業者で登録を受けたものを対象に、物品の調達及び印刷物の発注に際して随意契約の範囲で優先的に契約を行
う。

集中購買の特例 不明
　「障害者多数雇用事業者等からの物品等の調達等に関する要綱」に基づき主管課が調達を行う際に、購買担当課長の承
認を得ることで、集中購買によらずに主管課において購入等をすることができる。

福井県

長野県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

障害者雇用努力企業及び小規模作業所等からの
物品等調達制度（通称「ハート購入制度」）

平成13年度
　 障がい者の雇用の促進と継続及び福祉的就労の促進を図るため、積極的に障がい者を雇用している県内の中小企業
（障がい者雇用率4%以上）及び福祉的就労を行っている授産施設や小規模作業所を対象に、随意契約における優先発注を
実施

岐阜県建設工事入札参加資格審査に係る主観的
事項審査

平成14年度
　 障がい者の雇用の促進に関する法律（昭和35年法律第123号）に基づく障がい者の雇用義務を達成し、同法第43条第5項
に規定する厚生労働大臣への報告をしている場合及び同法に基づく報告義務のない者で障がい者を雇用している建設業者
を評価し、業者格付けに反映

静岡県
○障害者雇用企業に対する入札制度等における
優遇制度 平成１６年度

　県内事業所における障害者（精神障害者を含む）の雇用率が1.8％以上の企業等を対象に、指名競争入札等における配
慮等を実施。

（業種） 内　　容
（庁舎等管理）
　・庁舎等管理業務競争入札参加資格者名簿の審査付与数値に、各発注者において、追加点数５点を別枠で付与する。
  ・総務部管財室所管に係る入札参加者選定要領に記載の選定にあたり勘案する事項の一つに「障害者雇用の状況」を追
加す　る。
（情報ｼｽﾃﾑ開発）
　・指名競争入札における指名業者選定において、配慮すべき事業者として勘案する。
　・総合評価一般競争入札において、障害者雇用に関する項目を追加する。
（森林整備）
　・治山事業で実施する森林整備工事の指名競争入札における指名業者選定において、配慮すべき企業として勘案する。
（建設工事・建設関連業務委託・土木施設維持管理委託）
　・平成21･22年度の建設工事入札参加資格において、総合点数への加点を行う。
　・障害者を雇用している場合、指名競争入札における指名業者選定において、配慮すべき事業者として勘案する。
（物品・印刷等）
　・用度室における指名競争入札の選定にあたり、障害者雇用企業登録を行った方は、選定条件の一部を満たさない場合
においても、優遇により指名されることがある。

障害者多数雇用企業等への物品等及び役務の優
先発注制度

平成１５年度
（物品のみ）平
成１６年度（役
務を追加）

障害者の雇用率が３．６％以上の県内（本店）の中小企業等を対象に、随意契約における優先発注、指名競争入札における
優先指名を実施

障害者雇用企業への入札参加資格格付店数の
加点

平成１６年度
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）に基づく身体障害者又は知的障害者を雇用している方に
対し建設工事入札参加資格格付点数に１０点の加点を行っている

三重県
障害者雇用促進企業等からの物品等調達優遇制
度

平成16年度

　障害者（精神障害者を含む）の雇用率が一定率（下記）以上の中小企業等を対象に、随意契約における優先発注を実施。
※一定率
　申請回数が初回又は２回目　１．８％　　同３回目又は４回目　２．７％
　　同　５回目以降　　　　　　　　３．６％

岐阜県

愛知県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

滋賀県 ナイスハート物品購入事業 平成17年度

　県内の障害者の雇用および福祉的就労の促進を図ることを目的に、県の物品や役務の調達にあたり、積極的に障害者を
雇用している障害者雇用促進事業者や福祉的就労の取り組みを行っている障害者支援施設・共同作業所等から、優先的に
物品等の調達を行う「ナイスハート物品購入制度」を創設。
　事業の実施にあたっては、県内の障害者支援施設や障害福祉サービス事業所、関係機関、庁内関係課と協働、連携して
取り組む。
　１　物品等の調達において障害者雇用促進事業者(「物品等に係る競争入札参加資格者名簿」に登録されている県内に本
店または支店等を有する中小企業者や個人事業者で、県内の本店、支店等の障害者（身体障害者、知的障害者、精神障害
者）雇用率が２．０％以上の事業者)を入札等の参加条件とする。
　２　障害者支援施設等で製作された物品や特定印刷物、障害者支援施設等が提供する役務について、障害者支援施設等
に限って、随意契約できることとする。

京都府
建設工事の入札参加者に対する障害者雇用の啓
発

平成１５年度
　京都府の発注する建設工事に係る指名競争入札参加者の資格審査において、障害者の雇用の促進等に関する法律に基
づく法定雇用率以上の障害者を雇用している場合又は雇用義務はないが法定外で雇用している場合には、資格の格付け
の基準となる総合点のうち主観点に10点を加算。

障がい者授産施設等からの授産物品等の調達に
関する取扱指針の制定

平成13年度
　障がい者授産施設等で行う障がい者の活動の成果品である授産物品等を、大阪府障がい者授産施設等から積極的に調
達するため、購入手続きの簡素化についての指針を定めるもの

建設工事の入札参加資格者に対する障がい者雇
用の啓発

平成14年度
　大阪府の建設工事に係る入札参加資格登録時に、申請者から障がい者の雇用人数の報告を求め、「障害者の雇用の促
進等に関する法律」に規定する法定雇用率を超えている場合には、格付けの基となる評点に福祉点(8点)を加点している

官公需発注に対する障がい者雇用・就労支援を
行う観点から府の清掃業務を活用した総合評価
一般競争入札制度の導入

平成15年度
　府の大規模施設(10件)及び中規模施設(7件)の清掃業務に総合評価一般競争入札制度を導入し、評価項目に障がい者等
の雇用の視点を設定するなど、本府の施策を推進する上で最も有利なものを総合的に勘案し、落札者を決定する

兵庫県
○　障害者雇用促進企業等から の物品等調達の
優遇制度
 （障害者支援課、しごと支援課）

平成１５年度

１　障害者雇用促進企業（物品関係入札参加資格者名簿に登録され、県内に事業所を有する企業であって、障害者の法定
雇用義務を満たすとともに、県内事業所において雇用する障害者数が常用労働者数の３．６％以上かつ５人以上であるも
の。）を指名競争入札又は少額随意契約を行う場合に、通常の指名業者数等に１者又は複数追加することに努める。

２　物品の購入等に対し、少額随意契約を行う場合、見積書を徴する相手方を授産施設、小規模作業所等に限ることができ
る。

３　施設の清掃等の維持管理業務等の主として障害者が直接従事することが見込まれる業務については、見積書を徴する
相手方を多数障害者雇用企業（県内事業所において雇用する障害者数が常用労働者数の２０％以上である障害者雇用促
進企業）、授産施設等に限ったうえで随意契約できる。（原則として、対象者１者につき１会計年度間に１件とし、かつ総額
500万円以内。）

入札参加資格審査における評価点の加算措置 平成１９年度 ・土木工事等の入札参加資格審査において、障害者雇用業者に評価点の加算措置を実施

庁舎管理業務における入札参加条件の優遇 平成２０年２月
・清掃、警備等の庁舎管理業務において、障害者雇用に取り組んでいる企業を入札参加条件により優遇することは差し支え
ない旨、会計局総務課が全庁通知を発出

清掃委託業務における障害者雇用の条件付け 平成２0年度
・一定規模以上の県所属・出先機関において、清掃業務の委託を発注・入札する際に、受託業者は障害者を清掃業務に従
事させることを条件付け

障害者福祉施設等に対する優先発注 平成２0年度
・物品購入及び役務の提供に関して、障害者福祉施設等から地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号による随意契約
によって優先的に発注するよう庁内所属に周知

大阪府

奈良県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

授産施設等から直接購入するものについての随
意契約

平成１５年度
　授産施設等において製作された物品を購入する場合は、集中調達外物品として、各所属において随意契約することができ
る。

授産施設等とのクリーニング請負及び印刷に係る
随意契約

平成１７年度
　クリーニングの請負において、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号に該当する場合、授産施設等が履行できるも
のは授産施設等を優先する。また、障害者福祉の増進及び障害者の雇用の拡大のために利用する印刷物は、地方自治法
施行令第１６７条の２第１項第１号に該当する場合、授産施設等を優先する。

障害者雇用促進企業からの物品調達の優遇制度 平成１７年度
　随意契約による物品の調達において、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号に該当する場合、障害者雇用率が
３．６％以上又は５６人未満の場合は１人以上である県内に本店、支店、営業所等を有する障害者雇用促進企業を優先す
る。

障害者雇用県内建設企業に対する入札参加資格
審査における評価制度

平成２０年度

　条件付き一般競争入札における和歌山県建設工事入札参加資格審査に係る本県の独自評価点数（地方基準点数）につ
いて、雇用している障害者（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のいずれかの交付を受けている方）の
数が、次のいずれかに該当するときは２０点を加点する。
　Ａ　法定義務建設業者（常時雇用者数５６人以上）の場合は
　　　法定雇用率（１．８％以上）を超えているとき。
　Ｂ　非法定義務建設業者の場合は１名以上雇用しているとき。

障がい者雇用企業等の競争入札の優遇制度 平成17年度
　建設工事等における入札参加資格の格付け点数において、格付日の属する年の前年の6月1日現在の雇用状況報告にお
いて、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）の雇用義務（障害者雇用率1.8%以上）を達成できな
かった企業等に対し5点減点する措置を実施

障がい者法定雇用率達成事業者等からの物品等
の調達にかかる配慮措置

平成19年度

　鳥取県競争入札参加資格者名簿に登録されている障害者法定雇用率達成事業者等を「配慮措置企業」として認定し、物
品の購入及び委託・役務の調達時に下記事項に該当する場合は、原則として通常の見積依頼業者数に配慮措置企業1社を
追加して見積依頼を行う
　【物品の購入】
　（地方自治法施行令第167条の2第1項第1号に該当して随意契約を行うもののうち、次に掲げるものに限る）
　　(1)本庁で集中業務課が調達する予定価格が1万円以上20万円未満の物品
　　(2)常時購入委嘱で各課が調達する予定価格が5万円以上20万円未満の物品
　　(3)出納機関が調達する予定価格が5万円以上20万円未満の物品
　【役務・委託の調達】
　　(1)予定価格が5万円以上のものにかかる指名競争入札
　　(2)予定価格が5万円以上のものにかかる随意契約（地方自治法施行令第167条の２第１項第１号）に該当して契約する
　　　場合に限る）

鳥取県

和歌山県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

冊子作成に係る障害者多数雇用事業所及び関係
施設への優先発注

平成１６年度
　本県が発行する障害者施策関係冊子の作成に当たっては，障害者多数雇用事業所及び関係施設への指名競争入札又
は随意契約を行っている。

報償品及び印刷物（名刺・封筒）に係る障害者支
援施設等への優先発注

平成１８年度
　本県が発注する報償品及び印刷物(名刺・封筒)について，障害者支援施設等（授産施設，小規模作業所)と随意契約を
行っている。

物品調達における障害者多数雇用事業者の受注
機会の拡大

平成１８年度
・指名競争入札による場合，障害者多数雇用事業者を１者以上指名する。
・随意契約による場合，原則として１者以上の障害者多数雇用事業者を見積合わせ等に加える。

建設工事の入札参加資格審査における障害者雇
用企業の加点措置

平成１９年度
　建設工事の入札参加資格審査において，障害者雇用義務がある者で法定雇用率を満たす者又は障害者雇用義務のない
者が障害者を雇用した場合に，加点措置を行う。

政策課題を評価項目とする入札参加者指名制度
（政策入札制度）

平成19年度

1　別枠指名制度
　業務委託（建設工事以外）契約に係る全ての指名競争入札において、県内に本店若しくは主たる事務所を有する事業者
が、県の政策課題に寄与する取組を行っている場合、申し出により登録された業者については、通常の指名に加えて別枠で
の指名の対象とする制度である
→　対象となる県の政策課題の評価項目に障害者雇用等に係る項目を設定（57項目中3項目）
　・障害者施設への物品調達、業務委託等の発注実績があること
　・身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雇用していること
　・やまぐち障害者雇用推進企業の認定を受けていること
2　入札参加資格審査での評価制度
　競争入札参加資格審査において、県の政策課題への取組の一つとして障害者の雇用を、加点対象としたこと
　・障害者の雇用状況の報告義務のある県内業者が、法定雇用率を達成した場合
　・障害者の雇用状況の報告義務のない県内業者が、障害者を常時雇用した場合

障害者雇用企業からの物品調達の優先的取扱 平成13年度

　障害者雇用企業の入札参加機会等の拡大
　〈障害者雇用企業の認定要件〉
　1 県が行う物品調達に係る競争入札参加資格を有していること
　2 県内に本店が所在する中小企業であること
　3 常用雇用労働者に対する雇用障害者の割合が3.6%以上であること
　上記１～３のすべての要件を満たす企業（障害者雇用企業）に対して、次の措置を講ずる
　　(1)随意契約への優先的な参加
　　　登録営業種目の希望順位「第1希望（大分類）」、かつ、「小分類１～小分類５」に対応する物品の見積合わせを実施す
　　る場合に参加することができる
　　(2)指名競争入札への優先的な参加
　　　登録営業種目に対応する物品の指名競争入札がある場合に、指名する

障害者雇用企業等からの物品調達の優遇制度
平成16年度

　障害者（精神障害者を含む）の雇用率が１．８％以上の中小企業等を対象に、随意契約における優先発注、指名競争入札
における優先指名を実施。

障害者雇用企業の格付優遇制度
平成19年度 　公共工事の入札参加資格業者の格付において、障害者を１年以上継続雇用している業者に加点措置を実施。

就労支援事業所等からの物品等調達の優遇制度 平成20年度 障害者就労支援事業所等が供給できる物品、印刷物及び役務について、同事業所等へ優先的に発注。

広島県

山口県

徳島県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

障害福祉サービス事業を行う施設等の製品の購
入

平成１６年度
　県との取引を希望する障害福祉サービス事業を行う施設等を事前に登録のうえ、１者随契が可能な予定価格30万円の範
囲内で、軽易な印刷物や記念品等など施設で取扱可能な物品を優先的に発注。

特定随意契約 平成１８年度

　障害福祉サービス事業を行う施設等が製作した物品を購入する場合に、予定価格に関わらず（30万円超）随意契約で対
応。
  購入等に当たっては、発注見通しや契約内容等を公表し、透明性の確保を図ったうえで、施設間における一般競争入札類
似の手続を実施。

物品購入における障害者雇用企業の優遇 平成１７年度
　入札参加資格者のうち県内に事業所を有する従業員56人以上では3.6％以上、従業員55人以下では１人以上の障害者を
雇用する企業を申請に基づき登録をし、一般競争入札等の情報提供をしている。

建設工事入札参加資格審査における障害者雇用
企業への加点評価措置

平成１７年度

県が発注する建設工事の競争入札又は随意契約の見積りへの参加資格審査において、次のいずれかに該当する場合に
加点評価を行う。
①障害者雇用を義務付けられている場合で、法定雇用率を達成しているとき。
②障害者雇用を義務付けられていない場合で、障害者を雇用しているとき。

高知県
建設工事入札参加資格審査における建設業者の
障害者雇用に対する評価

平成17年度
　法定雇用率を超えて、若しくは雇用義務のない建設業者が雇用期間１年以上の障害者を雇用している場合、入札参加資
格のランク付けに用いる総合点数に、20点の加点を行う。

○障害者雇用企業に対する競
争入札参加資格の優遇制度

平成17年度

　障害者（知的障害者を含む）の雇用状況を、競争入札参加資格者名簿の格付け基準に加える。
競争入札参加資格者の格付けについては、審査事項別に付与得点を定め、付与得点の合計を総合得点として、その得点
により格付けを行っている。
平成１７年度の競争入札参加資格審査申請から審査事項に障害者雇用状況を加え、下表のとおり障害者雇用企業には
加点することとした。

○建設工事入札参加資格の障害者雇用状況評
価制度

平成16年度

入札参加資格審査申請を行う建設業者（県内に本店・支店等を有する者に限る。）の障害者の雇用状況により、工事の種類
ごとに等級別格付の点数を次のとおり加点する。
　 ①「障害者の雇用の促進等に関する法律」に規定による障害者雇用状況の報告義務を有している者が法定雇用障害者
数と同数の障害者を雇用している場合は５点、法定雇用障害者数を超えている場合は１０点。
　 ②上記以外の者で、一人以上の障害者を雇用している場合は１０点。

福岡県

愛媛県

審査事項 区     分 付与得点

 
 
障害者 
雇用 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に規定する

障害者雇用状況の報告義務があり、法定雇用障害者

数と同数の障害者を雇用している場合 

 
５点 

上記法定雇用障害者数を超えて障害者を雇用してい

る場合 
１０点 

 
上記雇用障害者雇用状況の報告義務はないが障害者

を雇用している場合 
１０点 
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

障害者雇用促進企業等からの物品等調達の優遇
制度

平成16年度
　障害者の雇用率が１．８％以上の中小企業等を対象に、随意契約における追加指名を実施。
　授産施設等が供給できる物品については、同施設等からの随意契約における優先発注に努める。

建設工事入札参加資格審査制度における障害者
雇用評価制度

平成１７年度

　県建設工事入札参加資格審査制度において、法定雇用障害者数を満たしている事業者等に次の加点を行うとともに、法
定の障害者雇用を満たしていない事業所については５点の減点を行っている。
(平成２１・２２年度以降の内容）
１　法定雇用義務がある者
　①　法定雇用障害者数と同数の人数を雇用している場合　５点
　②　法定雇用障害者数を１名超える人数を雇用している場合　１０点
　③　法定雇用障害者数を２名以上超える人数を雇用している場合　１５点
２　法定雇用義務がない者
　①　１名雇用している場合　１０点
　②　２名以上雇用している場合　１５点

長崎県 障害者雇用企業等からの物品調達の優遇制度 平成16年度
　県内に本・支店等を有する中小企業者で、障害者（身体障害者、知的障害者、精神障害者）の雇用率が１．８％以上の企
業及び授産施設と一定の取引（年間５０万円以上）がある企業並びに障害者の福祉的就労の取組みを行っている県内の授
産施設、福祉工場等を対象に、随意契約における優先発注を実施。

熊本県工事入札参加者資格審査格付における障
がい者雇用企業等への優遇措置

平成１７年度

　熊本県工事入札参加者資格審査格付における評価項目として、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく法定雇
用率の達成状況又は障がい者の雇用状況に応じて加点する。
・法定雇用率が適用される者は、法定雇用率を達成している場合
・法定雇用率が適用されない者は、障がい者を１人以上雇用している場合
※平成２３・２４年度格付における配点は５点

障がい者雇用促進企業等からの物品等の調達に
関する優遇措置

平成１５年度

　県内で事業を営む中小企業者で、入札参加資格を有し、県内での障がい者（精神障がい者を含む）の雇用率が１．８％以
上の者については、指名競争入札及び随意契約において追加指名を行う。
　県内の障がい者支援施設等から過去１年間に５０万円以上の物品等の調達を行った事業者については、随意契約におけ
る追加指名を行う。
　随意契約により県内の障がい者支援施設等が供給できる物品等を調達しようとするときは、障がい者支援施設等から調達
するよう努める。

物品購入契約等及び業務委託契約に係る入札参
加資格審査格付における障がい者雇用企業等へ
の優遇措置

平成１８年度
　物品購入契約等及び業務委託契約に係る入札参加資格審査格付における評価項目として、障がい者を１人以上雇用して
いる場合は、２点加点する。

宮崎県
障がい者雇用促進企業等からの物品買入れに関
する優遇制度

平成１８年度

１　障がい者の雇用に努める企業（障がい者雇用促進企業）
(1) 指名競争入札により物品の買入れをしようとするときは、障がい者雇用促進企業を含めて指名するように努める。
(2) 随意契約により物品の買入れをしようとする場合において見積書を徴するときは、障害者雇用促進企業から優先して徴
するよう努める。

２　授産施設等
　随意契約により授産施設等の供給できる物品の買入れをしようとするときは、授産施設等からの買入れに努める。

障害者施設等からの物品調達等に係る随意契約 平成17年度
　地方自治法施行令改正を受け、障害者施設等からの物品調達及びシルバー人材センター等からの役務の提供について
随意契約ができるよう契約規則を改正し、その手続を規定している

鹿児島県

佐賀県

熊本県
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

障害者雇用促進企業等からの物品の調達に関す
る要綱

平成17年度
　県の物品購入における指名競争入札等への優遇措置
　①指名競争入札の指名における優遇、②随意契約における優遇、③授産施設等の優遇

花壇管理業務委託契約における地方自治法第
167条の２第１項第３号に基づく障害者支援施設
等を対象とする公募

平成23年度
地方自治法第167条の２第１項第３号及び沖縄県財務規則第137条の３の規定に基づき、①契約発注の見通し、②契約内
容、契約の相手方の決定方法及び選定基準並びに申請方法等について、事前公表を実施した後、契約の相手方、契約理
由、契約金額等の公表を行った。

花壇管理業務委託契約に係る指名競争入札にお
ける授産施設への優遇措置

平成3年度
　業務に十分な対応が可能な本島内の授産施設に対して事前調査を行い、入札参加希望の有無を確認の上、希望した施
設に対して優先指名を実施

札幌市
障がい者を雇用している企業への入札制度上の
優遇措置を実施
（財政局管財部契約管理課）

平成17年度
　障がいのある方の雇用促進の契機となるよう、平成17・18年度の登録から、法定雇用率と同率以上障がいのある方を雇用
する企業（建設業）に対し、企業の施工能力に応じて等級分けする場合の評価点に加点している。評価点を加点された企業
は、より大きな契約金額の工事が受注可能となる。

仙台市
障害者雇用促進企業等からの物品調達の優遇制
度

平成14年度
　障害者（精神障害者を含む）の雇用率が3.6%以上の中小企業等を対象に、随意契約における優先発注、指名競争入札に
おける優先指名を実施
　また、授産施設等が調達できる物品等を記載した名簿を作成し、随意契約における優先発注を実施している

さいたま市競争入札参加資格審査に関する発注
者別評価項目における障害者雇用企業への優遇
措置

平成17年度

　さいたま市の競争入札参加資格審査に係る発注者別評価項目において、その審査項目として「障害者の雇用の促進等に
関する法律」に基づく法定雇用率の達成状況又は雇用義務はない業者の雇用状況を設定しており、その状況に応じて資格
審査数値に加点している
　・建設工事(土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業、電気工事業、管工事業、ほ装工事業、造園工事業）（20点）
　　　さいたま市内に建設業法に規定する本店を有する者のうち、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者雇用
率を達成していること（雇用義務はないが雇用している場合を含む）
　・業務委託（建物総合管理、警備、清掃業務）（5点）
　　　すべての業者のうち、障害者雇用率が1.8%以上に達しているもの（雇用義務はないが雇用している場合を含む）

さいたま市総合評価方式における評価項目での
優遇措置

平成18年度
【法定雇用義務がある】障害者の雇用促進等に関する法律の法定雇用率1.8%を満たして雇用している場合1点を加点し、ま
た、1.8%に1%を加えた率で雇用している場合は2点を加点している
【法定雇用義務がない】障害者を雇用している場合2点を加点している

千葉市
建設工事入札参加資格者の格付における障害者
雇用企業への優遇措置

平成15年度
 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく法定雇用率を達成している場合等に、格付の基準となる発注者別評価点に
20点加点とする。格付が上位となった業者は、より規模の大きい工事の入札に参加することができる。

障害者授産施設等からの物品購入等についての
協力依頼

平成16年度
　地方自治法施行令改正に伴い、障害者施設等の工賃アップを図るため、市役所内で施設からの物品の購入及び役務の
提供について、積極的に取り組むよう市役所内部に文書で通達するとともに、イントラネットを使って発注促進のPRをしてい
る

障害者雇用状況による入札参加資格格付点数の
加点

平成20年度

　次の工種・種目へ入札参加資格審査申請を行う者のうち、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に規定されている障害
者雇用率（1.8%）を超える障害者雇用を行っており、格付点数への加算の申請がある場合に加算を行う
　①工事（土木・ほ装・造園・建築・電気・管・上水道の7工種）5点
　②物品・委託等（建物管理・公園緑地等管理の2種目）3点

川崎市
障害者雇用企業等を優遇する入札契約制度「主
観評価項目制度」

平成18年度

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」第４３条第５項に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業所で法定雇用
率を達成している事業者、又は雇用義務を義務付けられている事業者以外で障害者を常用雇用している事業者への優遇措
置として「主観評価項目制度」を実施している。
　財政局資産管理部契約課（電話：044-200-2097・FAX：044-200-9901）

相模原市
障害福祉サービス事業所等への官公需発注につ
いての協力依頼及び情報提供

平成19年度
　障害福祉サービス事業所等への業務発注及び製作している物品の購入を促進するため、市内の事業所等の情報を取りま
とめて、庁内ＬＡＮ及び市のホームページ等で情報提供し、官公需の発注について市役所内に文書で依頼している

沖縄県

鹿児島県

さいたま市

横浜市
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

新潟市障がい者多数雇用事業者優遇制度 平成２０年度
　市が行う物品等の調達について，登録された市内の障がい者多数雇用事業者（市内の事業所で雇用する障がい者の雇用
率が3.6%以上）から物品または役務を積極的に調達する制度（要綱あり）。

障がい者施設等からの物品調達に係る随意契約 平成２０年度
　上記要綱の制定を受け，障がい者施設等からの物品提供について随意契約ができるように，市の「物品購入発注基準及
び業者選定要綱」を改正し，障がい者施設等からの物品調達を促進。

建設工事資格審査での主観的事項の計算におい
て、障害者企業は右欄の数値が加算される。

平成17年度
障害者の雇用状況
障害者の雇用の促進等に関する法律に定める法定雇用障害者数と同数の障害者雇用のある場合　10点
法定雇用障害者数より多くの雇用のある場合　20点

総合評価一般競争入札の評価項目のうち社会
性・信頼性の中で、障害者の雇用状況を評価の対
象としている。

平成21年度 法定雇用障害者数より多くの雇用のある場合には、１点の加点をしている。

障害者雇用状況による入札参加資格格付点数の
加点

平成１９年度
浜松市建設工事に係る入札参加資格登録時に申請者から障がいのある人の雇用人数の報告を求め、「障害者の雇用の促
進等に関する法律」に規定する法定雇用率を超している場合には、格付けの基となる評点に１０点を加点している。

一般競争入札の総合評価落札方式における加点 平成１９年度
一般競争入札に総合評価落札方式を導入し、評価項目に「障害者雇用の状況」を設定し、「障害者の雇用の促進等に関す
る法律」に規定する法定雇用率を超している場合には、0.5点を加点している。

名古屋市 障害者雇用促進企業認定等制度 平成16年度

　障害者（精神障害者を含む）の雇用率が3.6％以上の市内の企業等を対象に、随意契約における優先発注、指名競争入札
における優先指名を実施。
　また、市内の授産所等の授産所等の製品を登録し、少額の随意契約における優遇措置を実施。授産製品の販売促進を図
る。
平成１７年度、地方自治法施行令改正を受け、障害者施設等からの物品調達について随意契約ができるように財務規則を
改正し、障害者施設等からの物品調達を促進
平成１９年度、地方自治法施行令改正を受け、障害者施設等からの役務の提供について随意契約ができるように財務規則
を改正し、障害者施設等からの役務提供を促進

京都市
入札・契約における事業者の等級格付の優遇措
置

平成17年度 　工事契約、測量・設計等契約における等級格付の際に、障害者法定雇用率達成事業者に対して加点を行う

浜松市

新潟市

静岡市
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自治体名 事項　 開始年度 特例措置の内容

　本市発注の清掃業務委託契約をはじめ、清掃業
務以外の業務についても、就職に向けた支援が
必要な人（以下「就職困難者」という。）の雇用・就
業を促進するため、総合評価方式入札制度（地方
自治法施行令第167条の10の２。以下「制度」とい
う。）を導入しています。

平成16年度

　従来の「価格評価」に加え、公共貢献要素として「技術的評価」と「公共性評価」を評価項目にし、知的障害者の雇用促進
や就職困難者の雇用・就業促進、環境への配慮などの提案を評価し、価格だけではなく総合的な評価によって落札者の決
定を行っています。これまで、就職困難者が当該業務に直接従事することができる業務として、一定規模の清掃業務委託に
制度を導入し、就職困難者の雇用促進に寄与しています。
　昨今の厳しい雇用失業情勢は、特に障害者など就職困難者の雇用をさらに深刻な状況にしていることを踏まえ、制度を適
用する対象物件を増やせるよう、制度の導入がなされていない本市発注の清掃業務委託契約をはじめ、清掃業務以外の業
務についても、公共貢献要素とする評価項目を創意・工夫することにより、積極的に制度の拡大を図っております。

　指定管理者制度 平成18年度
　本市施設の指定管理者を公募により選定するが、選定項目に目的の達成やサービスの向上などのほか、「団体の取り組
みとして評価すべき事項」として環境への取り組みや障害者等の雇用への取り組みで配点を行い選定する

　入札参加資格審査時点における法定障がい者
雇用未達成者に対する減点措置

平成20年度
　｢障害者の雇用の促進等に関する法律」による法定雇用障がい者数を充足していない場合は、総合評定値から10点差引
いた値をもって当該者の総合評定値とみなす。ただし、「法定障害者雇用状況報告書」の報告を義務付けられる者に限る。

神戸市
工事請負競争入札参加資格の等級格付けへの加
点

平成16年度
　障害者雇用状況の報告義務のある事業主で、法定雇用率を達成した者に、競争入札参加資格における等級格付に加点
する。(等級格付は、種々の条件を点数化したものであり、その総合得点により、参加できる工事規模が決まる）

広島市 障害者雇用推進事業者に対する受注機会の拡大 平成18年度

　障害者を多数雇用（「障害者の雇用の促進等に関する法律」の算定方法による雇用率が3.6%以上）する事業者を「障害者
雇用推進事業者」として認定、公表したうえで、物品の購入等（役務の提供、工事の請負を含む）の指名競争入札、随意契
約（地方自治法施行令第167条の2第1項第1号の規定に該当するものに限る。）において、優先的に指名・選定するよう、努
める

北九州市 障害者雇用企業等からの物品調達の優遇制度 平成２０年度
　①障害者雇用促進法に基づき、障害者雇用状況の報告義務のある者で、法定雇用率を達成している者又は②障害者雇
用促進法上、障害者雇用状況の報告義務のない者で、障害者を１人以上雇用している者は、物品等有資格業者登録の格
付けにおいて、社会貢献項目に加点される。

福岡市 障がい者雇用企業優遇制度 平成１５年度
福岡市に本店を有し、障がい者（精神障がい者を含む）の雇用率が３．６％以上の中小企業を対象に、公募型指名競争入札
において公募要件を優遇したり、指名競争入札において指名回数を多くしたり、随意契約において見積書を徴する機会を多
くする等の優遇措置を実施。
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